
12

トピックス

■議会モニター制度が始まりました。

議会モニターの人員は団体推薦４名、一般公募３名の計７名の方々です。
※任期は１年で、１回に限り再任は認められます。

⑴ 議会本会議・委員会等を傍聴し、議会運営に関する意見の提出
⑵ 議会報告会、市議会だより及び市議会ホームページに関する意見の提出
⑶ 議会が行うアンケート調査への回答
⑷ 議会モニター会議への出席（年５回程度）
⑸ その他議長が必要と認めたこと

モニターの職務

特別委員会からの中間報告
知立駅周辺整備特別委員会

議会改革特別委員会
　令和２年６月定例会での中間報告後、令和２年６月22日から令和３年５月18日までの
間合計12回の議会改革特別委員会を開催いたしました。

主な検討項目

主な質疑・答弁

　議会改革を進める中で、知立市議会基本条例に基づき知立市議会の活動に市民の
意見を反映させ、円滑で民主的な議会運営を推進するため、議会モニターを設置し
ました。６月定例会より本会議、委員会などを傍聴いただき議会モニターとしての
活動が開始されました。

　令和２年11月19日に知立駅周辺整備特別委員会を開催し、当局より事業の進捗状況な
どの説明を受けた後、質疑を行いました。

　議会報告会の運営方法・総括、議会モニター制度、オンライン会議、タブレットの導
入、委員会の機能強化、高校生議会の開催、反問権の在り方、議会BCP（業務継続計画）、
議決すべき事件、市民アンケートの検証等。

問　三河線の豊田側の物権補償ができれば、仮線の敷設調査をはじめ仮線の敷設
工事、三河知立駅の新駅建設の着工はできるか。また、事業の延伸はないか。

答　三河知立移設新駅については、令和５年度までに供用開始予定。早期完成に
向け県に対し要望している。

問　令和５年度連続立体交差事業完成に合わせ、知立南北線と環状線の接続は事
業効果は上がるが課題も多い。現状および見通しは。

答　知立南北線と環状線の接続時期と駅南地区の事業認可については駅周辺整備
事業の進捗を見ながら検討し、時期を定めていく。

問　（仮称）西新地地区再開発事業の都市計画決定については、地権者の100％同意
を得て行っていく予定か。

答　都市計画決定をして事業を進めていくことは、補償金など細部情報を説明し
やすくなることもあり、都市計画決定に向け事務を進めたい。
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ヘルメット購入補助費
　問　自転車乗車用ヘルメット購入補助費申請者に対して、交通安全教育を実施しては。
　答　市当局に伝えたいと思う。市内中学校及び高校では、それぞれ交通安全教育を行っていると当局

から確認している。

コロナワクチン接種予約
　問　コロナワクチン接種について、コールセンター方式、ネットでの先着方式では各地で混乱をきた

しているが、それに対する知立市の対応方針は。
　答　①電話回線数を増やす。（４→12回線）
　　　②予約開始日を医療機関毎にずらして、順次予約受付を開始する。

空き家の活用方法
　問　空家が241件と報告があったが、貸出等で有効活用する方策はあるか。
　答　当局は、空家になっている家屋の所有者に空家適正管理のお願い文書を送付している。併せて、

不動産空家無料相談も行っている。特定空家とならないように注視していく。

議会報告会（ホームページ掲載）

知立市議会オンラインによる議会報告会

市民とのオンラインによる意見交換会

令和３年５月８日午後６時30分から知立市役所５階第１委員会室にて、第35回議会報告会を開催
しました。今回も第34回に引き続き、オンライン形式で開催しました。多数の市民の皆さま方に、
リモートで参加していただき、チャット機能による意見交換を行い、無事に終えることができま
した。令和３年３月定例会での各委員会の主な質疑答弁の内容は次の通りです。

　今回初の試みとして、緊急事態宣言下における議会であっても市民との活発な意見交換を行うために
オンライン形式を採用しました。ご自宅などからアクセスしていただいた市民の皆様が感じている、身
近な関心事の質問とご意見を伺うことができました。

建設水道委員会

企画文教委員会

市民福祉委員会

第35回議会報告会

問　鉄道高架下の利活用について、進捗状況は。
答　鉄道事業者に対して、高架下利用は現場視察をしながら話をしている状況。連立事業の完成まで

時間があるので、都市側利用が出来る15％の中で協議していきたい。
問　高架下の駐輪場のスペース確保は。
答　自転車台数を4,000台～5,000台と想定すると、都市側利用の15％は埋まってしまうことになる。

立体的な構造も検討していきたい。

問　知立市文化芸術推進基本計画に「文化権」が明記されたことは特徴の一つ。その意義は。
答　文化芸術は生まれながら誰もが享受する権利（文化権）と位置づけ、文化芸術活動の推進に当たり、

障がい者の参加や多文化共生などの視点を盛り込んだ。
問　長年使われてきた知立市野外センターの廃止に至った経緯と検討の経過の説明を。廃止の目的が

｢コスト削減｣と否めないのでは。
答　平成28年に検討委員会を設置し、関係部署や学校との協議、 市民アンケート等から出した結論。

｢野外教育の変化に対応｣、｢生徒・ 保護者の負担軽減｣が主な理由。

問　第４期知立市障がい者計画の中で、8050問題には、どのように対応していくのか。
答　基幹相談支援センター、コーディネーター事業、地域生活支援拠点の整備等を複合的に実施して

いく。
問　フレイル対策に、愛知県後期高齢者医療広域連合からの委託事業をどのように活用していくのか。
答　ハイリスク・ポプュレーションアプローチとして栄養、口腔機能、外出すること、社会性を持つ

こと等の重要性の周知や教育を行うことでフレイル予防を推進していく。
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